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  このような中，消費者教育を総合的・一体的に推進し，消費者の自立支

援を目的とする「消費者教育の推進に関する法律」の施行により，地方公

共団体は「消費者教育推進計画」を定めることが努力義務とされます。 

  柏市では，市民一人ひとりが賢い消費者となって消費者被害を未然に防

ぐとともに，「消費者の行動が及ぼす影響力を理解して，自ら学び，考え，

行動できる，自立した市民づくり・地域づくり」を目標として，平成３０

年度から令和４年度（２０２２年度）までの５年間を期間とする「柏市消

費者教育推進計画」を策定しました。 

  「柏市消費者教育推進計画」の年度別重点推進領域において，本来であれ

ば令和３年度に推進の効果を計るアンケート調査の実施，次期計画策定に

向けての検討開始，令和４年度末に計画案を策定し，令和５年度から令和

９年度の５年間を新たな計画のスタートとしていましたが，令和２年度か

らの「新型コロナウイルス感染症の感染拡大」の影響により計画にある各

事業は，中止または規模縮小を余儀なくされ，通常での事業実施が非常に

厳しい状況となりました。 

  このような状況から，計画目標値に実施数値が届かない事業が多くなると

予想され，今般の見通しが立たない中での新たな計画の策定が困難であっ

たことや，令和２年度に策定した柏市経営戦略方針（柏市第五次総合計画 

後期基本計画）の計画年次との整合性を踏まえ，計画期間を３年間延長し

て令和７年度までとし，第４章の施策展開（具体的な施策）について，昨

今の社会情勢，これまでの進捗状況などを踏まえ，必要な見直しを図り，

最終年度の目標値を新たに設定する一部改訂を令和４年度に行いました。 

 (2) 消費者教育の基本的な方向性 

   ア ３つの重点目標 

 

    

    

 

 

 

     

 

      

 

      

 

 

・学校教育等における消費者教育の推進 

・地域・家庭における消費者教育の推進 

・職域における消費者教育の推進 

【方向性１】 
ライフステージや場に応じた体系的な消費者教育の推進 
 

・地域人材（消費生活コーディネーター等）の育成・活動支援 

・消費生活相談員及び消費者教育相談員の育成 

・学校教職員への動機付け及び実践への支援 

・消費者教育の効果的な情報発信機能の強化 

 

 

・学校教育等における消費者教育の推進 

・地域・家庭における消費者教育の推進 

・職域における消費者教育の推進 

・関係部署との連携 

・地域との連携 
・消費者団体との連携 
・事業者等との連携  

【方向性２】 
消費者教育を担う人材の育成･効果的な情報発信機能の強化 

 

【方向性３】 
 多様な主体(行政･警察･地域団体･消費者団体･事業者等)との連携 

 

消
費
者
市
民
社
会
の
実
現
に
向
け
て 
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   イ 柏市版消費者教育の体系イメージマップ 
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   ウ 数値目標（成果指標） 

  

  

  

 

 

 

 

   エ 年度別重点推進領域 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年度 
特に推進する 

領域及び対象 
推進方法 

１
年
目 

３０ 

(2018) 

年度 

・「契約・金銭管理・生活設計」 

「情報社会対応」 

・高齢者，幼児期～高校生

期を中心に 

・インターネットを使った効果的な周知の確立 

 (市民・学校教職員向け) 

・学校教職員への研修講座開催の検討 

・市民向け啓発チラシの見直し，検討 

・高齢者見守り体制の確立 

２
年
目 

令和元 

(2019) 

年度 

・「契約・金銭管理・生活設 

 計」「情報社会対応」 

・高齢者，幼児期～高校生

期を中心に 

・チラシ，リーフレット配布先の拡充(小・中・高 

 等学校，大学，幼稚・保育園，事業所等） 

・市民向け消費者講座の拡充 

・インターネットトラブル対応の拡充 

・高齢者見守り体制の拡充 

３
年
目 

令和２ 

(2020) 

年度 

・「消費者市民社会の構築」 

「商品安全」 

・全世代対象 

・連携先及び相談先のデータベース化 

・前期２年間を振り返り，未実施部分について 

 見直し検討・実施 

４
年
目 

令和３ 

(2021) 

年度 

・「消費者市民社会の構築」 

「商品安全」 

・全世代対象 

・柏市経営戦略方針（第五次総合計画 後期基本計

画）との調整 

５
年
目 

令和４ 

(2022) 

年度 

・「消費者市民社会の構築」 

「商品安全」 

・全世代対象 

・柏市経営戦略方針（第五次総合計画 後期基本

計画）との連動 

（延長した３年分の主要事業の目標値設定） 

６
年
目 

令和５ 

(2023) 

年度 

・「消費者市民社会の構築」  

 「商品安全」 

・全世代対象 

・学校教育等における消費者教育の推進 

・地域・家庭における消費者教育の推進 

・職域における消費者教育の推進 

７
年
目 

令和６ 

(2024) 

年度 

・「消費者市民社会の構築」 

 「商品安全」 

・全世代対象 

・学校教育等における消費者教育の推進 

・地域・家庭における消費者教育の推進 

・職域における消費者教育の推進 

・推進の効果を計るアンケート調査の実施 

・次期計画策定に向けての検討開始 

８
年
目 

令和７ 

(2025) 

年度 

・「消費者市民社会の構築」 

 「商品安全」 

・全世代対象 

・学校教育等における消費者教育の推進 

・地域・家庭における消費者教育の推進 

・職域における消費者教育の推進 

・次期計画策定の協議，年度末に策定 

１ 消費生活センターの業務内容を知っている割合 

 現状４２．２％ ⇒ ６５％（市民アンケート）  

２ 学校で消費者教育を行っていく上で問題がないと答える割合 

 現状３１．６％  ⇒ ５０％（学校教職員アンケート）  

３ 事業所で消費者問題に関する啓発（消費者教育）を行っている割合 

   現状２３％  ⇒ ３５％（事業所アンケート） 
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 (3) 今後の消費者教育の計画的な推進  

   ア 消費生活センターの消費者教育推進機能の強化 

     消費生活センターを「消費者教育の拠点」として位置づけ，相談業務だけでな

く，市民に身近な地域や学校等にこれらの情報を提供し，市民一人ひとりが自立

した消費者になることを目指すとともに，地域の消費者として学び合い，ともに

支えあう地域づくりを推進します。 

 

  イ 推進体制 
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 (4) 進捗状況 

   ア 【方向性１】ライフステージや場に応じた体系的な消費者教育の推進 

   (ｱ) 学校教育等における消費者教育の推進 

具体的な施策 （R元） (R2) (R3) (R4) (R5) 
目標 
（R7） 

1 
各教科等における体系的な

消費者教育の推進 

実施 

（授業実践

６回） 

R３年度実

施に向けた

検討 

授業実績 

小学校５校 

中学校５校 

高校３校 

既存実施 授業実践 

小学校４校 

中学校４校 

高校２校 

授業実践 

小学校５校 

中学校５校 

高校３校 

2 

「柏市消費者教育推進連絡

会」の開催及び教員の消費

者教育に対する関心を高

め，研修に参加できるような

環境を整え，適切な教材，資

料を提供することによって児

童，生徒への浸透を図る 

・３回開催 

・授業実践

６回実施

（小学校２

校，中学校

４校） 

・２回開催

(書面開催) 

・アンケート

をもとに各

委員へ情

報提供 

・３回開催

（３回目は

書面開催） 

・「小・中・高

等学校での

消費者教育

授業事例

集」の発行

（市内小・

中・高校に

配布） 

・３回開催 

・委員は，小・

中・高等学校

の教職員で構

成 

・２回開催 

・委員は，

小・中・高

等学校の

教職員で

構成 

年３回の開催 

全教職員への

周知徹底と，

多様な周知方

法（動画等）の

活用 

3 

幼児･児童・生徒･保護者向

け啓発リーフレット・ちらし等

の作成・配布 

（事故防止ハンドブック等） 

啓発パンフ

配布 

(９９２部) 

啓発パンフ

配布 

(２５部) 

啓発パンフ

配布 

(１０３部) 

啓発パンフ配

布 

(６０部) 

啓発パンフ

配布 

（１５８部） 

各校・各園で

年１回以上の

配布 

4 

高等学校における消費者教

育授業への支援や，出前講

座等の実施 

   市内全高等

学校に消費

者教育の現

状及び認識

等を把握す

るため，消費

者教育関係

調査を実施 

３校実施 

（千葉県消

費者団体

NW強化・

活性化事

業補助金

を活用） 

市内全高等学

校に消費者教

育が普及する

よう，授業への

支援や出前講

座等の実施 

5 

大学及び専門学校入学時ガ

イダンス等における消費者

教育出前講座等の実施 

 

1回開催 

 

未実施 

 

未実施 

・市内大学及

び専門学校に

消費者教育

の現状及び

認識等を把

握するため，

消費者教育

関係調査を

実施 

・啓発用クリ

アファイルの

配布（大学１

校，専門学

校２校 

出前講座

の実施（専

門学校1

校） 

 

希望校への出

前講座等の実

施 
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   (ｲ) 地域・家庭における消費者教育の推進 

具体的な施策 
（R元） 

(R2) (R3) (R4) (R5) 
目標 
（Ｒ７） 

1 

 

消費生活情報リーフレット

「消費生活センターつうし

ん」，ホームページ，メール

配信サービス，広報かしわ等

による情報発信 

 

５回 ４回 ５回 ４回 ４回 ４回以上 

 

・5/15号 

1･2面 

・J:COM 

放映 

 

・7/15号 

1・2面 

・J:COM 

放映 

・2/1号 

8面 

商工かしわ 

 

 

・5/1号 

市政情報欄 

・5/15号 

表紙1/4 

・3/1号 

 1･2面 

 

・5/1号 

 1/2面 

・8/14，9/11

ミニコミ誌ふ

れあい掲載 

 

5月号 

7月号 

12月号 

3月号 

 

広報かしわ： 

年１回特集ペ

ージ掲載 

 

HP ：随時最

新情報更新 

 

・ツイッター

の活用 

 

・ツイッター

の活用 

・地域包括

支援センタ

ー向け「消

費者トラブ

ルニュース」

発信（８回） 

・朗読奉仕

サークル

（視覚障が

い者向け）

への情報提

供（１２回） 

 

・ツイッター

の活用 

・地域包括

支援センタ

ー向け「消

費者トラブ

ルニュース」

発信（１２回） 

・朗読奉仕

サークル

（視覚障が

い者向け）

への情報提

供（１２回） 

 

・ツイッター

の活用 

・地域包括

支援センタ

ー向け「消

費者トラブ

ルニュース」

発信（１２回） 

・朗読奉仕

サークル

（視覚障が

い者向け）

への情報提

供（１２回） 

 

・ツィツター

の活用 

・地域包括

支援センタ

ー向け「消

費者トラブ

ルニュース」

発信（１２回） 

・朗読奉仕

サークル 

（視覚障が

い者向け）

への情報提

供（12回） 

・ツイッター

の活用 

・消費者トラ

ブルニュース

を月１～２回

発信 

・メール配信

サービス（い

くくるメール）

の活用 

・朗読奉仕サ

ークル（視覚

障がい者向

け）への情報

提供（１２回） 

2 

消費者講座，出前講座の開

催（町会，サロン，事業所等） 

①消費生活相談員等が講師

のもの 

②消費生活コーディネータ

ーが講師のもの 

③消費者団体が講師のもの 

 

２０回 

（除：高校） 

 

１５回 

（除：高校） 

 

１２回 

（除：高校） 

 

①２０回 

（除：高校） 

②１０回 

③６回 

合計３６回 

 

①２２回 

（除：高校） 

②７８回 

③６回 

合計１０６回 

 

年４０回 

開催 

3 

 

消費生活コーディネーター

によるチラシ等の配布，地域

活動件数 

 

２２,０２１ 

枚 

 

９,７８６ 

枚 

 

８,４７２ 

枚 

 

２６,２５８ 

枚 

 

７９，３２０ 

枚 
２５,０００ 

枚 

３６９件 

 

 

１０８件 １０４件 １７３件 ２０２件 １８０件 

4 

 

障害者への消費者啓発 

   ３回 ２回 

障害者通所

施設や特別

支援学校等

での消費者

啓発機会の

確保・実施 

「消費生活センターつうしん」の発行 

広報かしわへの掲載等 

の発行 

メール配信サービス等による情報発信

発行 

チラシ配布数 

地域活動件数 
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   (ｳ) 職域における消費者教育の推進 

具体的な施策 （R元） （R2） (R3) (R4) (R5) 
目標 
（Ｒ７） 

1 社員研修等への講師派遣 ２事業者 ４事業者 ０事業者 ２事業者 １事業者 ５事業者 

2 
社会人（従業者）向け啓発パ

ンフレット・ポスター等の配布 
２事業者 ４事業者 ０事業者 ２事業者 １事業者 ５事業者 

3 
社会人（従業者）向け啓発Ｄ

ＶＤの貸出 
０事業者 １事業者 ０事業者 ０事業者 ０事業者 ５事業者 

 

   イ  【方向性２】 消費者教育を担う人材の育成・効果的な情報発信機能の強化 

   (ｱ) 地域人材（消費生活コーディネーター）の育成・活動支援 

具体的な施策 （R元） （R2) (R3) (R4) (R5) 
目標 
（Ｒ７） 

1 

消費生活コーディネーターに対しての年

１０回の研修会で，消費者問題だけでな

く地域・事業者等への啓発アプローチの

手法及び関係団体との連携方法を学ぶ 

 

 

３８人 
 

３５人 

 

３５人 

 

３８人 

 

３８人 

  ４２人 

（ふるさと協

議会２１×２

名） 

2 

消費生活サポーターが消費生活コーデ

ィネーターの経験を生かした地域活動が

できるように支援を図る 

 

４人 
１０人 

 

６人 

 

８人 ７人 

１０人 

制度の充実

を図る 

 

   (ｲ) 消費生活相談員及び消費者教育相談員の育成 

具体的な施策 （R元） (R2) (R3) (R4) (R5) 
目標 
（Ｒ７） 

1 
国民生活センターや都道府県等が開催

する研修会への参加 （内部研修含む） 
１７回 ３４回 ２２回 ２３回 １９回 

年３０回 

初任者研修

等の充実を

見込む 

 

   (ｳ) 学校教職員への動機付け及び実践への支援 

具体的な施策 （R元） (R2) (R3) (R4) (R5) 
目標 
（Ｒ７） 

1 

 

「柏市消費者

教育推進連

絡会」の開催 

３回開催， 

開催後に会報

を発行し，各

校に配布 

２回開催 

（書面開催） 

３回開催（内１

回書面開催）

開催後に会報

を発行し，各

校に配布 

３回開催，開

催後に会報を

発行，各校に

配布し，全教

職員へ周知 

２回開催，開

催後に会報を

発行，各校に

配布し，全教

職員へ周知 

年３回開催 

全教職員への

周知徹底と，

多様な周知方

法（動画等）の

活用 

2 

 

「消費者教育

授業実践事

例集」の作成 

 

H30・R元年度

の活動事例集

原稿作成。消費

者教育ポータ

ルサイトの見直

し 

H30・R元年度

の活動につい

て事例集を発

行し，市内全校

に配布 

R2・3年度の

活動について

事例集を発行

し，市内全校

に配布 

R4・5年度の

活動事例集原

稿作成。消費

者教育ポータ

ルサイトの見

直し 

R4・5年度の

活動について

消費者教育ポ

ータルサイト

等で周知する

方向で調整 

令和６・７年度

の活動につい

て事例集を発

行し，市内全

校に配布 

消費生活コーディネーター委嘱人数 

消費生活サポーター登録人数 
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   (ｴ) 消費者教育の効果的な情報発信機能の強化 

具体的な施策 （R元） (R2) (R3) (R4) (R5) 
目標 
（Ｒ７） 

1 

 

消費生活情報リーフレット

「消費生活センターつうし

ん」，ホームページ，メール

配信サービス，広報かしわ

等による情報発信 

            （再掲） 

５回 

 

４回 ５回 ４回 ４回 ４回以上 

 

・5/15号 

1･2面 

・J:COM 

放映 

 

・7/15号 

1・2面 

・J:COM 

放映 

・2/1号 

8面 

商工かしわ 

 

 

・5/1号 

市政情報欄 

・5/15号 

表紙1/4 

・3/1号 

 1･2面 

 

・5/1号 

 1/2面 

・8/14，9/11

ミニコミ誌ふ

れあい掲載 

 

5月号 

７月号 

12月号 

3月号 

 

広報かしわ： 

年１回特集

ページ掲載 

 

HP：随時最

新情報更新 

 

・ツイッター

の活用 

 

・ツイッター

の活用 

・地域包括支

援センター

向け「消費者

トラブルニュ

ース」発信 

（８回） 

・朗読奉仕サ

ークル（視覚

障がい者向

け）への情報

提供（１２回） 

 

・ツイッター

の活用 

・地域包括支

援センター

向け「消費者

トラブルニュ

ース」発信 

（１２回） 

・朗読奉仕サ

ークル（視覚

障がい者向

け）への情報

提供（１２回） 

 

・ツイッター

の活用 

・地域包括支

援センター

向け「消費者

トラブルニュ

ース」発信 

（１２回） 

・朗読奉仕サ

ークル（視覚

障がい者向

け）への情報

提供（１２回） 

 

・ツィツター

の活用 

・地域包括支

援センター

向け「消費者

トラブルニュ

ース」発信 

（１２回） 

・朗読奉仕サ

ークル（視覚

障がい者向

け）への情報

提供（12回） 

・ツイッター

の活用 

・消費者トラ

ブルニュー

スを月１～２

回発信 

・メール配信

サービス（い

くくるメール）

の活用 

・朗読奉仕サ

ークル（視覚

障がい者向

け）への情報

提供（１２回） 

2 
消費者教育に関する教材

（ＤＶＤ等）の周知・貸出し 
貸出８件 貸出６件 貸出５件 貸出４件 貸出１５件 

貸出し件数 

２５件 

3 

パネル展示等 

（消費生活コーディネータ

ーが企画するものを含む） 

   ５回 ６回 
年間１０回 

以上の開催 

4 

消費者月間の啓発 

（毎年5月）    

・パネル展 

・図書企画展示 

・ポスター掲示 

・パネル展 

・図書企画展示 

・ポスター掲示 

効果的な情

報発信２種

類以上 

 

３ 学校教育等における消費者教育  
 (1) 柏市消費者教育推進連絡会 

学校における消費者教育の推進を図るため，学校教育部指導課と連携を

図り，柏市内の小・中・高等学校の教員を委員とした「柏市消費者教育推

進連絡会」を学校現場における繁忙な業務状況を踏まえ，２回開催しまし

た。 

１回目の連絡会では，消費者教育授業指導案の検討を行い，各委員が自

校にて消費者教育に関する授業を実践，２回目の連絡会でその報告及び振

り返りを行った。 

「消費生活センターつうしん」の発行  

メール配信サービス等による情報発信

発行 

広報かしわへの掲載等 

の発行 
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 (2) 高等学校等における消費者教育 

    民法の一部が改正され，令和４年４月１日から成年年齢が１８歳に引

き下げられたことにより，若者の消費者トラブルの拡大が懸念されるこ

とから，市内高等学校における消費者教育の現状及び認識等を把握し，

今後の若年者向けの消費者教育・啓発活動の参考にするため，令和４年

度に消費者教育関係調査を実施，消費者教育を実践する上で「授業時間

が不足している」，「効果的な指導法がわからない」などの課題を抱え

ているものの，授業の充実や消費者講座の実施等，その必要性について

理解している学校が多く，授業内での消費者講座の受け入れに関し，条

件付きを含め８割以上が可能との回答が得られたことから，市内全高等

学校に対し，千葉県消費者団体ネットワーク強化・活性化事業補助金を

活用した外部講師による授業等の企画・派遣を実施した。 

◆ 授業等の企画・派遣 

◆ 出前講座 

 高等学校等からの申込みにより，消費生活相談員を講師として，契     

約の基本と例外，若者に多いトラブル事例と対処方法，クレジットカー

ドの利用に関する注意事項等をテーマとする出前講座を実施しました。 

回 開催日 内  容 

1 6／30 

３名の小学校の先生,４名の中学校の先生,２名の高等

学校の先生が作成した指導案を説明した後，講師の先

生からアドバイスをもらった。 

2 2／28 消費者教育授業の実践報告について 

回 開催日 実  施  校 参加人数 

1 
1/9 

1/16 

千葉県立東葛飾中学校 対象：３年生 

講師：弁護士及び消費生活相談員 

内容：「契約とは」「投資について」など 

80 

2 1/24 

柏市立柏高等学校 対象：３年生 

講師：弁護士及び消費生活相談員 

内容： 教科「社会と情報」『情報社会における法と

個人の責任』など 

27 

3 1/29 

流通経済大学付属柏高等学校 対象：３学年 

講師：弁護士及び消費生活相談員 

内容：「消費者とは」「若者（高校生）をターゲッ

トとした消費者トラブルの特徴」「契約の意味，契

約を結ぶ重み」「未成年者取消権と成年年齢引下げ

に伴う影響」など 

250 

回 開催日 実  施  校 参加人数 

1 11/7 

千葉県立我孫子特別支援学校清新分校 

内容：クレジットカード，ネット通販，架空請求，

トラブルとその対処方法など 

13 
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 (3) 大学・専門学校等における消費者教育 

 大学・専門学校等では既に成年に達し，消費者としての権利と責任が

伴うことからも，消費者トラブル未然防止の知識・意識の向上を目的と

した教育機会の確保を積極的に進める必要性があるため，依頼のあった

専門学校に出向き，消費生活相談員を講師として消費生活講座を実施し

ました。 

 

(4) その他 

 学童保育施設における消費者講座 

 小学校に併設している学童保育施設（こどもルーム）の内６校のこど

もルームの児童１５８人に対し，紙芝居の朗読及びお小遣い帳のつけ方

等の講座を，市内の３つの消費者団体に委託して実施した。 

受講団体等 回数 内容 参加人数 

学童保育施設 

(こどもルーム) 

  

６回 

   

・お小遣いの使い方を考えよう 

・もったいないことしてなぁい？ 

・ほしい気持ちをどうしよう？ 

 

１５８人 

 

４ 一般市民向け消費者教育・啓発 

 (1) 出前講座 

   町会自治会や各種団体，サークル等からの申し込みや，消費生活コーデ

ィネーターの企画により，消費生活相談員を講師として，主に悪質商法

等の事例紹介とその対処方法等をテーマとする出前講座を実施しました。 

   なお，一部の講座については，寸劇を演じる本市の消費者団体や地域包

括支援センターと連携して実施しました。 

   また，消費生活コーディネーターがふるさと協議会や民生委員児童委員

協議会，サロン等で消費生活ミニ講座を開催し，１,６０９名が参加しま

した。 

 

◆講座，研修などの実施回数：１０８回  ２,５９２人 

 【内訳】 

  ①一般          ２２回    ７４２人 

  ②学校           ２回     ８３人 

  ③こどもルーム       ６回    １５８人 

  ④消費生活ＣＮによる講座 ７８回   １,６０９人 

回 開催日 実  施  校 参加人数 

1 3/19 
慈恵医大看護専門学校 

内容：悪質商法の事例及び対処法について 
７０人 
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 合計 742人 

回 開催日 内容（テーマ） 受講者（団体･ｴﾘｱ） 
参加

人数 

1 4/21 消費者トラブルを未然に防ぐには レモンの会 45 

2 5/2 
高齢者がおちいりやすい詐欺・消費者トラブルの事例

と対策について 

南光ヶ丘地域・民

生委員定例会 
27 

3 5/12 悪質商法と対処法 
コミュニティカフ

ェ「ひふみ」 
10 

4 6/7 高齢者の消費者被害対策 
光ヶ丘地域包括支

援センター 
20 

5 6/8 契約に関すること 
富勢地区民生委員

児童委員協議会 
38 

6 7/20 高齢者が陥りやすい事例と対策について 
光ヶ丘自治会みど

り会 
20 

7 7/26 高齢者の消費者被害対策 
光ヶ丘地域包括支

援センター 
9 

8 10/12 消費者トラブルの手口と対処法 
柏北部第２地域包

括支援センター 
20 

9 10/13 高齢者が被害に遭わないための生き方 柏南サロン 15 

10 10/21 消費生活相談の最近の傾向について 
光ヶ丘地域ふるさ

と教室 
37 

11 10/24 消費者被害とその対策について 
柏西口第２地域包

括支援センター 
30 

12 10/27 消費者トラブルの事例と対策について 
北部第２地域包括

支援センター 
40 

13 11/23 高齢者を取り巻く新しい問題 シルバー大学院 91 

14 11/30 悪質商法と対処法 
松葉町１丁目第３

団地管理組合 
17 

15 12/1 消費者トラブルの事例と対策について 
柏南部第２地域包

括支援センター 
16 

16 12/12 悪質商法被害 
柏南部地域包括支

援センター 
9 

17 12/20 中学生が陥りやすい消費者トラブルと対処法 柏第四中学校 70 

18 1/21 消費者トラブルの事例と対策について 塚崎区 10 

19 1/26 消費者トラブルの事例と対策について 相談支援連絡会 40 

20 1/26 小学生が陥りやすい消費者トラブルと対処法 柏第四小学校 50 

21 1/30 悪質商法と対処法 シルバー大学院 98 

22 3/2 消費者トラブルの事例と対策について 酒井根東親寿会 30 
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  (2) イベント等における啓発 

   消費生活センターの相談窓口や消費生活コーディネーターの活動の周知

及び消費者トラブルの未然防止を図るため，イベント等において啓発活

動を行いました。 

 

◆消費者講座（イオンモール柏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) パネル展 

   消費生活センターの周知と消費者トラブルの未然防止を目的に，パネル

展を開催しました。 

 開催日 イベント等 会場 備考 

1 9/16 

敬老の日特別企画 

「見て、聞いて学ぶ！

安全・安心な暮らし」

ブース出展 

モラージュ柏1

階Part1・1F 

特設会場 

安心・安全なまちづくりを目

指す各部署が，詐欺や悪徳商

法から身を守るための防犯対

策や，家族や自分の将来を考

える成年後見制度、認知症・

介護への理解と予防等につい

て案内し，ノベルティを配

布。 

2 10/24 

「消費者被害予防講

座」ブース出展 

テーマ：来て，聴い

て，学んで「もうダマ

されない！」 

イオンモール柏

1階センターコ

ート 

柏警察署，柏市防災安全課と

共にミニ講座を開催。講座で

は，様々な契約トラブル等の

事例を紹介。会場に消費者被

害防止に役立つパネルを展示

し，啓発用品を配付した。 

3 1/8 
柏市成人式 

～二十歳の集い～ 
柏市民文化会館 

「大人(１８歳)になると，自

分の意思で契約ができます」

等をテーマとした啓発用チラ

シを配布。 
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 (4) 電子掲示板を活用した消費生活相談窓口の周知 

   消費者トラブルで困ったときや，契約をする前に迷ったときに相談を受

けられる「消費生活相談」の窓口を一人でも多くの方に知っていただく

ため，市内各所の電子掲示板を活用して周知を行いました。 

 

 (5) 情報紙等の発行及び配布等 

   消費生活相談が多様化，複雑化している中，消費者に対し被害事例や対

応策等を情報提供していくことが重要と考え，消費者被害の未然防止や

暮らしに役立つ情報を掲載した情報紙等を，市内の公共機関（例，近隣

センター）や消費者講座の受講者，消費生活センターに来所した相談者

等に配布（消費生活センター備付け分を含む）しました。 

   ア 情報紙「柏市消費生活センターつうしん」 

     定期発行４回（６月，９月，１２月，３月） 

 消費者被害の未然防止を図るため，消費生活センターに寄せられ

た相談事例を基に，市民（主に高齢者）に伝えたい最新情報を「柏

市消費生活センターつうしん」として発行した。（55頁以降参照） 

   イ くらしの豆知識（２０２３年版） 

   ウ 柏市消費生活センターリーフレット 

   エ 柏市消費生活コーディネーターリーフレット 

   オ 悪質商法撃退ステッカー（訪問販売お断りシール） 

   カ 柏市消費生活センター相談専用電話番号マグネットシート 

   キ 柏市消費生活センター相談専用電話番号カード 

   ク 高齢者の消費者トラブル見守りガイドブック 

   ケ 見守り新鮮情報 

   コ 子どもサポート情報 

   サ クリアファイル 

   シ その他啓発資料      配布資料総数 ６７,０１６部（枚） 

回 開催日程 会 場 

1 5/ 9 - 5/16 セブンパークアリオ柏 

2 5/16 - 5/31 パレット柏 

3 5/22 - 5/26 ラコルタ柏 

4 8/ 1 - 8/31 リフレッシュプラザますお 

5 1/22 - 2/ 9 沼南支所1階ロビー 

6 3/ 4 - 3/18 ほのぼのプラザますお 

回 実施期間 場 所 

1 5/1 - 5/31 

柏駅東口・南口・二番街，セブンパークアリオ内の柏市PRコー

ナー，市内及び近隣市の京葉銀行店内，千葉テレビのデータ放

送 
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第４節 消費生活コーディネーター・消費生活サポーターの活動状況 
 

地域における消費生活の安全及び向上を図ることを目的に，昭和６３年度か

ら，市内各ふるさと協議会から推薦を受けた方を消費生活コーディネーターと

して委嘱しています。 

消費生活コーディネーターは，「地域の消費者リーダー」として，消費者ト

ラブルを未然に防ぐため，消費生活に関する情報を市民に提供するなど，市と

地域のパイプ役として，日々活動をしています。 

 また，平成２８年度から，消費生活コーディネーターの任期修了者のうち，

任期後も継続して活動することを希望する者を消費生活サポーターとして登録

することを開始した。各地域の消費生活コーディネーターと連携するとともに，

居住地域における回覧や掲示板等を利用し，消費生活に関する情報提供を行い

ました。 

 

１ 消費生活コーディネーター 

 (1) 概要 

   ア 定数   ５０人以内 

   イ 委嘱人数 ３８人 

   ウ 委嘱期間 令和４年４月１日～令和６年３月３１日 

   エ 活動内容 

    ・ 消費者への啓発に関すること 

    ・ 消費生活相談の受理及び連絡に関すること 

    ・ 消費生活についての意見並びに情報の収集及び提供に関すること 

    ・ 消費生活についての調査に関すること 

 (2) 令和５年度の主な活動 

   ア 消費生活コーディネーター研修会の受講    ・・・・・・１０回 

    （48頁「令和５年度消費生活コーディネーター研修会」参照） 

   イ 地域における啓発活動 

    消費者情報及び悪質商法被害防止に関する啓発資料等の配布 

   ・ 活動先 

     各種サロン，民児協定例会，ふるさと協議会定例会等 

   ・ 活動回数       ・・・・・・ ２０２回 

   ・ 啓発資料等の配布数  ・・・・・・ ７９,３２０部（枚） 
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２ 消費生活サポーター 

 (1) 概要 

   ア 登録人数 ７人 

   イ 活動内容 

    ・ 消費者への啓発に関すること 

    ・ 消費生活コーディネーターとの連携に関すること 

    ・ 消費生活相談の受理及び連絡に関すること 

    ・ 消費生活についての意見並びに情報の収集及び提供に関すること 

    ・ 消費生活についての調査に関すること 
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［令和５年度消費生活コーディネーター研修会］ 

回  開催日 テーマ  講師等  会場 

1 4/20(木) 

①消費者講座の進め方 

②消費者トラブルの最近の傾

向 

消費生活セ
ンター職員  

中央体育館
管理棟２階
会議室 

2 5/18(木) 

①食品安全を学ぶ～食中毒の

予防について～ 

②みどりの食料システム戦略 

農林水産省
関東農政局  

中央体育館
管理棟２階
会議室 

3 6/15(木) 生命保険の基礎知識 
（公財）生
命保険文化
センター  

中央体育館
管理棟２階
会議室 

4 7/20(木) 
成年年齢引き下げによる消費

者トラブルを未然に防ぐには 

（公財）消
費者教育支
援センター  

市民文化会
館小ホール 

5 9/21(木) 
地域で見守る「高齢者の消費

者トラブル」 

千葉県金融
広報委員会  

中央体育館
管理棟２階
会議室 

6 10/19(木) 訪問販売について 
訪問販売協
会  

中央体育館
管理棟２階
会議室 

7 11/16(木) 
インターネット，光回線，ス

マートフォンのトラブル 

消費生活相
談員  

中央体育館
管理棟２階
会議室 

8 1/18(木) クレジットカードのしくみ 
（一財）日

本クレジッ
ト協会  

中央体育館

管理棟２階
会議室 

9 2/15(木) 
消費者教育の意義と消費者市

民社会 

消費生活相談
員 

中央体育館
管理棟２階
会議室 

10 3/21(木) 

①消費者トラブル～最近のト

ピックス～ 

②第１８期コーディネーター

研修会２年間の振り返り 

消費生活セ
ンター職員  

中央体育館
管理棟２階
会議室 
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第５節 消費者行政推進協議会の開催 
 

 本市における市民の消費生活の安定及び向上を図るため，柏市消費者行政推 

進協議会（以下「協議会」という。）を設置している。 

 本協議会の協議事項には，消費者教育の推進に関する法律（平成２４年法律

第６１号）第２０条第２項各号に掲げる事務に関することも含まれることから，

令和５年度は，主に若年者の消費者トラブル防止に向けた事業について，若年

者の消費生活相談の最近の状況を踏まえ，各ライフステージでの消費者教育及

び啓発等について協議するため，対面での協議会を２回開催しました。 

  

 

回 開催日 議  題 

１ 
7／4

（火） 

１ 柏市消費者行政及び計量業務概要（令和４年度実績）に

ついて 

２ 若年者の消費者トラブル防止に向けた事業について 

2 
12／19

（火） 

１ 若年者の消費生活相談の最近の状況 

２ 消費者教育授業の紹介 

３ 各ライフステージでの消費者教育・啓発について 
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第６節 製品安全４法等立入検査 
 

 家庭用品品質表示法，消費生活用製品安全法，電気用品安全法，ガス事業法

並びに液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づき表示

が義務付けられた製品（表示の有無，表示内容等）について，立入検査を実施

しました。 

１ 実施日及び実施店舗数 

実施日 実施店舗数 

令和５年 ６月 ６日 ２ 

令和５年 ９月１２日  ２ 

令和５年 ９月１４日  １ 

令和５年１２月 ５日  ２ 

令和６年 ２月２２日  １ 

令和６年 ２月２７日  １ 

 

２ 対象店舗等 

 各事務処理要領に基づき年度当初に作成した立入検査実施計画書に記載さ

れた店舗 

 

３ 検査結果 

 (1) 家庭用品品質表示法 

部門 検査品目 検査店舗数 検査個数 違反件数 

繊
維
製
品 

事務服及び作業服 １ ４ ０ 

子供用オーバーオール 

及びロンパース 
１ ２ ０ 

帽子 １ ６ ０ 

床敷物 １ ８ ０ 

手袋 １ ３ ０ 

マフラー １ ３ ０ 

合
成
樹
脂 

加
工
品 

令和５年度実施なし ０ ０ ０ 

電
気
機
械 

器
具 

テレビジョン受信機 １ ２ ０ 

電気パネルヒーター １ １ ０ 

 


